
がまごおり 議会だより H29. 11

10

答　

す
べ
て
完
成
自
動
車
で
、

木
材
は
ゼ
ロ
で
あ
っ
た
。

　

な
お
、
28
年
度
の
木
材
の
輸

入
は
１
万
８
４
１
９
㎥
で
、
内

訳
は
原
木
が
３
５
６
８
㎥
、
合

板
が
１
万
４
８
５
１
㎥
で
あ
り
、

年
々
減
っ
て
き
て
い
る
。

●
教
育
費

学
校
給
食
セ
ン
タ
ー 

ア
レ
ル
ギ
ー
室
改
修
工
事
費

問　

今
回
の
改
修
工
事
で
卵
除

去
食
の
提
供
が
可
能
と
な
っ
た

が
、
卵
以
外
の
ア
レ
ル
ギ
ー
へ

の
対
応
予
定
は
。

答　

卵
、
乳
、
小
麦
、
そ
ば
、

落
花
生
、
え
び
、
か
に
が
特
に

ア
レ
ル
ギ
ー
の
症
例
数
が
多
い

特
定
原
材
料
と
さ
れ
て
い
る
が
、

こ
う
し
た
ア
レ
ル
ギ
ー
を
起
こ

す
食
材
が
交
差
し
な
い
よ
う
に
、

食
材
の
入
荷
、
下
処
理
、
上
処

理
、
煮
炊
き
、
配
送
ま
で
の
専

用
ラ
イ
ン
が
必
要
と
な
る
。
現

在
の
施
設
で
は
卵
除
去
以
外
は

困
難
と
考
え
て
い
る
。

◎
水
道
事
業
会
計

　

収
益
的
収
支
の
状
況
は
、
３

億
１
６
１
４
万
円
の
純
利
益
を

計
上
し
、
当
年
度
未
処
分
利
益

剰
余
金
は
４
億
２
９
０
７
万
円

で
す
。

◎
病
院
事
業
会
計

　

収
益
的
収
支
の
状
況
は
、
５

億
７
４
１
６
万
円
の
純
損
失
を

計
上
し
、
当
年
度
未
処
理
欠
損

金
は
１
４
３
億
７
６
３
７
万
円

に
増
加
し
て
い
ま
す
。

◎
モ
ー
タ
ー
ボ
ー
ト
競
走
事
業

会
計

　

年
間
の
売
上
額
は
８
７
７
億

６
９
８
８
万
円
で
、
前
年
度
比

３
・
５
％
の
減
、
本
場
入
場
人

員
も
９
・
０
％
の
減
と
な
っ
て

い
ま
す
。

条
例
の
改
正

●
一
般
職
の
任
期
付
職
員
の

　

採
用
等
に
関
す
る
条
例
の

　

一
部
改
正

（
第
50
号
議
案
）

　

一
定
の
期
間
内
に
終
了
す
る

こ
と
が
見
込
ま
れ
る
業
務
、
ま

た
は
一
定
の
期
間
内
に
限
り
業

務
量
の
増
加
が
見
込
ま
れ
る
業

務
に
期
間
を
限
っ
て
従
事
さ
せ

る
こ
と
が
公
務
の
能
率
的
運
営

を
確
保
す
る
た
め
必
要
で
あ
る

場
合
な
ど
に
、
任
期
付
職
員
ま

た
は
任
期
付
短
時
間
勤
務
職
員

を
採
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ

う
に
条
例
を
改
正
し
ま
す
。

●
総
務
委
員
会
で
の
主
な
質
疑

問　

改
正
後
の
条
例
第
３
条
に

該
当
す
る
任
期
付
職
員
は
、
ど

う
い
っ
た
職
務
を
想
定
し
て
い

る
か
。
ま
た
、
今
後
採
用
の
予

定
が
あ
る
か
。

答　

ク
ラ
ス
担
任
持
ち
の
非
常

学校給食センター

● 最近3か年のモーターボート競走事業会計からの繰出金
年度

会計名
一 般 会 計

土地区画整理事業
下水道事業
水 道 事 業
病 院 事 業

合　　　計

特別
会計

企業
会計

平成28年度

0
2億8千万円
6億7千万円

0
12億5千万円

22億円

平成27年度

0
4億5千万円

6億円
0

12億5千万円
23億円

平成26年度

0
3億円

5億4千万円
0

12億6千万円
21億円

○定数改善計画の早期策定・実施と義務教育費国庫負
担制度の堅持及び拡充を求める陳情書
提出者　　蒲郡市教員組合
　　　　　執行委員長　松本　康利氏　はじめ 367 名
審査結果　採択

○精神障害者に交通運賃割引制度の適用を求める意見
書の提出を求める陳情
提出者　　蒲郡精神障害者地域家族会
　　　　　会長　坂口　孝行氏
審査結果　採択

①道路整備予算の確保及び道路整備にかかる補助率等
の嵩上げ措置の継続を求める意見書
衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、総務大臣、
財務大臣、国土交通大臣、経済財政政策担当大臣
宛て
　

②定数改善計画の早期策定・実施と義務教育費国庫負
担制度の堅持及び拡充を求める意見書
内閣総理大臣、内閣官房長官、文部科学大臣、財務
大臣、総務大臣宛て

③精神障害者に交通運賃割引制度の適用を求める意見
書
衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、総務大臣、
厚生労働大臣、国土交通大臣宛て

（○内の数字は、意見書案番号）

■ 陳情■ 意見書


